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１．はじめに 

排出事業者が産業廃棄物の処理責任を全うし、適正処理に取り組むためには、それぞれの業種ごとに異なる産業廃

棄物の処理の際の留意点を十分に理解することが必要である。 

そこで、（公財）日本産業廃棄物処理振興センターでは、平成 30 年度に環境省から委託を受けて、食品関連産業（食

品製造業、食品小売業、外食産業等）を対象に、電子マニフェストの活用を含め、排出事業者における産業廃棄物の

適正処理に関する取組事例を調査し、排出事業者責任の徹底と産業廃棄物の適正処理に関する体系立った理解や意識

の向上を促すことを目的とした業種別事例集を作成した。 

本報告は、業種別事例集作成にあたり実施した、食品関連産業の排出事業者へのヒアリング調査結果をとりまとめ、

産業廃棄物適正処理における排出事業者の取組みを参考情報として提供するものである。 

 

２．方法 

2.1 調査期間 

 平成 30 年 11 月～平成 31 年 2 月 

 

2.2 ヒアリング調査先 

企業ホームページ、環境報告書等の公開情報から、

産業廃棄物の適正処理、食品リサイクル等への取組

みに関する情報を発信している排出事業者 11 社（表

1）を選定した。なお、食品製造業は製品のジャンル

の偏りがないよう考慮し、菓子・パン類、肉加工食

品、酒類、調味料の製造事業者を選定した。 

 

2.3 ヒアリング調査項目 

 主な調査項目は、以下のとおりである。 

(1)排出する主な産業廃棄物 

(2)委託先処理業者の情報収集方法 

(3)委託先処理業者の選定基準 

(4)委託契約書の内容 

(5)産業廃棄物の保管から処理までの管理方法 

(6)その他の取組み 

 

３．結果 

(1) 排出する主な産業廃棄物 

 排出する主な産業廃棄物は、食品製造業からの排出

（図 1）と食品小売業・外食産業からの排出（図 2）で

特徴付けられる。食品製造業では、動植物性残さ（業

種指定）、汚泥の排出が多く、食品小売業・外食産業で

は、廃プラスチック類、廃油の排出が多かった。 

(2) 委託先処理業者の情報収集方法 

委託先処理業者の情報収集方法を図 3 に示す。「都道

府県・政令市のホームページ」の回答が最も多く、委

託先処理業者の行政処分の有無等を確認しているとの

ことであった。続いて、「処理業者ホームページ」、（公

財）産業廃棄物処理事業振興財団の「さんぱいくん」、「優良さんぱいナビ」を確認しているとの回答が多かった。「処

理業者の評判」については、施設の周辺住民から情報収集している事業者もあった。 

また、自社で情報収集するだけではなく、信用調査会社や産業廃棄物処理業者の情報を豊富に有する廃棄物管理会

社※より情報を入手するという回答も得られた。 

※食品小売業や外食産業では、全国の店舗の廃棄物管理を効率的に行うために、委託先処理業者の選定に関する情

報収集、委託先処理業者の管理等の業務を廃棄物管理会社に委託している場合がある。 

(3) 委託先処理業者の選定基準 

 委託先処理業者の選定基準を図 4 に示す。「処理料金」という回答が最も多かった。自社で設定した基準単価から極

端に安くないか、安い理由は何かを確認していた。また、逆に他社よりも処理料金が高価であっても、より付加価値

表 1 ヒアリング調査先事業者数 

食品製造業 食品小売業 外食産業 

6 3 2 

 

 

図 1 産業廃棄物種類別年間平均排出量（食品製造業） 
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図 3 委託先処理業者情報収集方法 
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図 2 産業廃棄物種類別年間平均排出量（食品小売業・外食産業） 
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が高いリサイクル（サーマルリサイクルよりもマテリアル

リサイクルを優先）であれば採用する事業者もあった。 

優良産廃処理業者（電子マニフェスト加入者）の確認に

ついては、事業者によって必須または優先して選定すると

いう基準であった。 

リサイクル可能を基準としている事業者において、食品

リサイクルの場合は、食品リサイクル登録再生利用事業者

の登録があることを選定条件としていた。 

また、選定にあたっては、全ての事業者でチェックリス

トを用いた実地確認を行い、適正処理が確保されているこ

とを確認していた。実地確認のチェックリストは、環境省や自治体、（公社）全国産業資源循環連合会等の関係団体が

作成したものを参考に、8 社が独自のチェックリストを作成していた。実地確認時のチェック項目としては、許可証

や処理フロー、処理能力の範囲で受入れているか等の確認のほか、施設や事務所内の整理整頓状況、廃棄物が山積み

になっていないか、従業員のあいさつ等も重点的に確認しているという回答が得られた。実地確認は、新規委託先の

選定時だけではなく、委託契約中の処理業者に対しても年 1 回実施しており、中には収集運搬業者や処分業者の事務

所、中間処理業者が契約している最終処分業者も、実地確認の対象としている事業者もあった。 

(4) 委託契約書の内容 

 全ての事業者で、廃棄物処理法の法定記載事項

以外の条項を追加していた。主な記載事項を表 2

に示す。 

平成 28 年の食品廃棄物の不適正転売事案後、転

売禁止、製品廃棄物の破砕等の処理に関する項目

を追加した事業者が存在した。 

(5) 産業廃棄物の保管から処理までの管理方法 

保管については、腐敗防止などの観点から、食品廃棄物の保管日数を規定し、一定期間以上は保管しない、屋外に

廃棄物を保管する場合は、烏や降雨への対策のためにネットやテント等でコンテナを覆う等の対策がとられていた。 

また、電子マニフェストの運用では、本社担当者が契約内容に沿った電子マニフェストの入力パターンを作成し、

排出事業場では該当パターンがない（委託契約を締結していない）電子マニフェストを入力できないようにしている

事例もあった。 

(6) その他の取組み 

 産業廃棄物の適正処理に関するその他の取組みとして、以下に挙げる対策を講じている例があった。 

1）製品廃棄物の処理 

・製品廃棄物を排出する際には、袋を破って中身を潰す等の転売防止策を講じる。 

・製品廃棄物の処理では、排出事業者が処理施設に同行し、ピット投入等の状況を写真やビデオで撮影する。 

・GPS の位置情報を確認できるシステム等を利用し、処理状況を記録、保管している。 

2）処理業者とのコミュニケーション 

・全委託先処理業者を招集した年数回の勉強会や施設見学会、処理業者との定期的な会議や処理施設への実地確認、

廃棄物の積込手順確認や漏洩防止訓練等の実施により、処理業者との密接なコミュニケーションを図る。 

3）社内研修・啓発 

・廃棄物処理法の遵守事項、委託処理の流れや電子マニフェストの操作に関するマニュアル等を作成し、担当者に

周知する。 

・廃棄物管理に関する社内研修、確認テスト等の実施、外部機関の研修受講等により、社員のスキルアップに努め

る。特に法改正があった場合には、排出事業場の環境担当の社員を招集し研修を開催する。 

・排出事業場の廃棄物管理状況の内部監査を定期的に実施し、廃棄物管理方法の是正、再研修等を実施している。 

4）廃棄物情報の利用 

・電子マニフェストを活用し、処理終了報告を即時、正確に把握することにより、産業廃棄物の適正処理を図ると

ともに、全ての排出事業場における産業廃棄物の処理状況に関する情報を一元管理する。 

・電子マニフェスト情報から、リサイクルの状況把握、リサイクル率の算出が容易にできるように、廃棄物の種類

設定の際に、処分方法別に細分類を設定し、焼却後の熱回収等の処理内容がわかるような名称を追加している。 

5）発生抑制・再生利用 

・トラックスケールを設置し、廃棄物の発生量のほか、原材料の重量など正確な数量管理を行う。 

・廃棄物の排出部門ごとに、排出した廃棄物量や、排出により生じた損失金額を排出部署に周知することにより、

廃棄物の発生抑制に関する意識向上を図る。 

6）緊急時の対応 

・自然災害時や行政処分による委託先変更等の緊急時の対応や、委託先処理業者の受入量の超過を防止するために、

複数の処理業者に産業廃棄物の処理を委託する。 

・自然災害時の廃棄物の大量発生を防止するため、停電時の冷蔵・冷凍保存設備稼働用の発電機導入を検討する。 

 

４．まとめ 

ヒアリング調査を行った排出事業者では、各社ともに、平成 28 年の食品廃棄物の不適正転売事案以降、産業廃棄物

適正処理の取組みを強化していた。当センターでは、ここで得られた情報を広く周知することにより、食品関連産業

の排出事業者における産業廃棄物適正処理の取組みの推進に貢献したい。 

 

図 4 委託先処理業者の選定基準 
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表 2 委託契約書記載事項 

法定記載事項 法定事項以外の追加項目 

産業廃棄物の種類、 

数量、契約期間、 

処理料金等 

反社会勢力の排除、支払条件、契約期

間中の契約解除、情報セキュリティ、

転売禁止、管轄裁判所等 
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１．はじめに 

 排出事業者自らの責任において産業廃棄物を適正に処理し
なければならない。 

 処理業者に産業廃棄物の処理を委託した場合であっても、排
出事業者に処理責任があることは変わりない。 
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１．はじめに 

産廃の適正処理は何をしたら
よいのか？？？ 

同じ業界の他社はどんなこ
としてるんだろう？？？ 

食品関連産業の排出事業者へ 
産廃適正処理の取組みをヒアリング 

廃棄食品の不正転売対策も必要 

食品関連産業における産廃適正処理に係る事例集 

排出事業者 



２．方法 
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2.1 調査期間 
     平成30年11月～平成31年2月 

食品製造業 食品小売業 外食産業 

6 3 2 

※食品製造業ジャンル 
菓子・パン類、肉加工食品、酒類、調味料の製造事業者 

2.2 ヒアリング調査先 

表1 ヒアリング調査先事業者数 



２．方法 
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2.3 ヒアリング調査項目 
 
(1)排出する主な産業廃棄物 
(2)委託先処理業者の情報収集方法 
(3)委託先処理業者の選定基準 
(4)委託契約書の内容 
(5)産業廃棄物の保管から処理までの管理方法 
(6)その他の取組み 
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３．結果 

（１）排出する主な産業廃棄物 

図1 産業廃棄物種類別年間平均排出量（食品製造業） 

図2 産業廃棄物種類別年間平均排出量（食品小売業・外食産業） 
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３．結果 

（２）委託先処理業者の情報収集方法 

図3 委託先処理業者情報収集方法 
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処理施設の周辺住民からの評判も情報収集 
信用調査会社や廃棄物管理会社等からの情報収集 
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３．結果 

（３）委託先処理業者の選定基準 
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図4 委託先処理業者の選定基準 

処理料金高価でも、サーマルリサイクルよりもマテリアルリ
サイクルを優先 

優良産廃処理業者は、必須または優先して選定 

食品リサイクルの場合は、食品リサイクル登録再生利用事
業者を選定（事業系一般廃棄物を含む） 
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３．結果 

＜チェック項目＞ 
許可証や処理フロー 

処理能力の範囲で受入れているか、廃棄物が山積みに
なっていないか 

リサイクル後の肥料、飼料等の販売先 
施設や事務所内の整理整頓状況、従業員のあいさつ 

チェックリストによる実地確認 

＜チェック頻度・範囲＞ 
新規委託先の選定時のほか、委託契約中の処理業者に
対しても年1回実施 

収集運搬業者や処分業者の事務所、中間処理業者が契
約している最終処分業者 
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＜参考＞チェックリスト（環境省） 

図4 委託先処理業者の選定基準 
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（４）委託契約書の内容 

３．結果 

法定記載事項 法定事項以外の追加項目 

産業廃棄物の種類、 
数量、契約期間、 
処理料金等 

反社会勢力の排除、支払条件、契約期間
中の契約解除、情報セキュリティ、 
転売禁止、管轄裁判所等 

表2 委託契約書記載事項 

（５）産業廃棄物の保管から処理までの管理方法 

 食品廃棄物の保管日数を規定 

 屋外に廃棄物を保管する場合は、ネットやテント等で
コンテナを覆う 

 本社で委託契約内容に沿った電子マニフェストの入力
パターンを作成 →排出事業場で契約締結をしていな
いマニフェストを登録しない 



３．結果 
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1）製品廃棄物の処理（製造業） 
• 製品の袋を破って中身を潰す 
• 処理施設のピット投入等の処理状況を写真やビデオで撮影 
• GPSにより移動状況を記録・保管 
 
2）処理業者とのコミュニケーション（全業種、一部製造業） 
• 全委託先処理業者を招集した年数回の勉強会や施設見学会 
• 処理施設への定期的な実地確認 
• 処理業者との廃棄物の積込手順確認や漏洩防止訓練等 
 
3）社内研修・啓発（全業種） 
• 法の遵守事項、電子マニフェスト操作マニュアル等作成、周知 
• 廃棄物管理に関する社内外の研修受講 
• 廃棄物管理状況の定期内部監査 

（６）その他の取組み 



３．結果 
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4）廃棄物情報の利用（全業種、一部製造業） 
• 電子マニフェストで処理終了報告を即時、正確に把握、全排出
事業場の産業廃棄物の処理状況を一元管理 

• 電子マニフェスト情報を焼却後の熱回収等の処理内容別の集計
に活用 

 
5）発生抑制（製造業） 
• トラックスケールで廃棄物発生量、原材料重量等を数量管理 
• 廃棄物排出により生じた損失金額を算出、排出部署に周知 
 
6）緊急時の対応（全業種、一部製造業） 
• 複数の処理業者と委託契約を締結 
• 停電時の冷蔵・冷凍保存設備稼働用の発電機導入を検討 



４．まとめ 
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＜排出事業者＞ 

 処理業者の情報収集の方法、チェックリストの項
目を検討し、適正処理を確認 

 食品廃棄物の不適正転売事案以降、産業廃棄物
適正処理の取組みを強化 

 
＜ＪＷセンター＞ 
 取組事例の情報をマネジメント研修会で広く周知 
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